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事業場における労働者の健康保持増進のための指針の一部を改正する件 

について 

 

 

 労働基準行政の運営につきましては、日頃より格別のご協力を賜り厚く御礼

申し上げます。 

事業場における労働者の健康保持増進のための指針（昭和 63 年健康保持増進

のための指針公示第１号。以下「指針」という。）について、事業者と医療保

険者とが連携した健康保持増進対策がより推進されるよう、別紙１の新旧対照

表のとおり指針の改正を行い、令和３年４月１日から適用されることとなりま

した。 

改正の趣旨及び内容は下記のとおりですので、別紙２の改正後の指針に基づ

き、労働者の健康管理が適正に行われるよう、傘下の団体、会員事業場等の関

係者に対する周知方ご協力をお願いいたします。 

 

 

記  

 

 

１ 改正の趣旨 

 事業場における労働者の健康の保持増進については、労働安全衛生法（昭和

47 年法律第 57 号。以下「安衛法」という。）第 70 条の 2 第 1 項の規定に基づ

き、事業場における労働者の健康保持増進措置を推進するため、昭和 63 年に指

針を策定し、指針に沿った取組を普及してきたところです。 

また、令和２年には、指針の策定から 30 年以上が経過し、産業構造の変化や
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高齢化の一層の進展、働き方の変化等、日本の社会経済情勢が大きく変化して

いることを踏まえ、事業場における健康保持増進対策がより推進されるよう必

要な見直しを行い、事業者は、健康保持増進対策の推進体制を確立するために、

労働衛生機関、中央労働災害防止協会、スポーツクラブ、医療保険者、地域の

医師会や歯科医師会、地方公共団体又は産業保健総合支援センター等の事業場

外資源を、事業場の実態に即して活用することとされたところです。 

 一方で、医療保険制度において、糖尿病をはじめとする生活習慣病の発症や

重症化を予防し、医療費を適正化するため、医療保険者が法定義務の保健事業

として、特定健康診査及び特定保健指導を行っており、高齢者の医療の確保に

関する法律（昭和 57 年法律第 80 号。以下「高確法」という。）第 27 条第２項

及び第３項の規定に基づき、医療保険者から安衛法に基づく健康診断の記録の

写しの提供の求めがあった場合に、事業者は当該記録の写しを医療保険者に提

供しなければならないこととされています。 

 また、令和３年３月からは、マイナポータルを通じて本人が自らの特定健康

診査情報等を閲覧することができる仕組みが稼働されることとなっており、事

業者から医療保険者に提供された健康診断の結果は、医療保険者を通じてオン

ライン資格確認等システムに格納されることで、特定健康診査情報としてマイ

ナポータルを用いて本人閲覧ができるようになる予定です。 

 事業者から医療保険者に安衛法に基づく健康診断の記録の写しを提供するこ

とは、データヘルスやコラボヘルス等の推進に資するとともに、マイナポータ

ルを用いて労働者が自らの健康データの変化を把握し、自らの健康管理に役立

てることが可能になることから、労働者の健康保持増進につながり、労働者が

健康になることによって、労働災害の防止、企業の生産性向上、経営改善及び

経済成長にもつながるものです。 

 これらを踏まえ、安衛法に基づく健康診断の記録の写しの提供やコラボヘル

スの取組等、事業者と医療保険者とが連携した健康保持増進対策がより推進さ

れるよう、今般、指針の改正を行いました。 

 

 

２ 改正の内容 

（１）健康保持増進対策の基本的考え方関係 

事業者と医療保険者とが連携した健康保持増進対策がより推進されるよう、

コラボヘルスの推進が求められていることを追加しました。 

（２）健康保持増進措置の内容関係 

健康保持増進措置の検討に当たって、安衛法に基づく健康診断の結果等を

医療保険者に提供する必要があること及びそのデータを医療保険者と連携し
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て事業場内外の複数の集団間のデータと比較し健康保持増進等に係る取組の

決定等に活用することが望ましいこととしました。 

（３）その他 

個人情報の取扱いについて、医療保険者から安衛法に基づく健康診断の記

録の写しの提供の求めがあった場合に、事業者がその記録の写しを医療保険

者に提供することは、高確法に基づく義務であるため、第三者提供に係る本

人の同意が不要であることを示しました。 
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（独）労働者健康安全機構理事長 
（公社）日本医師会会長 
（公社）日本歯科医師会会長 
（公社）日本作業環境測定協会会長 
（公社）全国労働衛生団体連合会会長 
（公財）産業医学振興財団理事長 
（学）産業医科大学理事長 
（社）日本ボイラ協会会長 
（社）日本クレーン協会会長 
（社）日本化学物質安全・情報センター会長 
（公社）ボイラ・クレーン安全協会会長 
（公財）日本小型貫流ボイラー協会代表理事 
（社）仮設工業会会長 
（公社）産業安全技術協会会長 
（社）日本ボイラ整備据付協会会長 
（公財）安全衛生技術試験協会理事長 
（公社）建設荷役車両安全技術協会会長 
（社）全国登録教習機関協会会長 
（公社）全国労働基準関係団体連合会会長 
（社）日本労働安全衛生コンサルタント会会長 
（社）合板仮設材安全技術協会会長 
（社）全国建設業労災互助会会長 
（社）日本港湾福利厚生協会会長 
（公社）日本産業衛生学会理事長 
（公社）日本保安用品協会会長 
（公財）建設業福祉共済団理事長 
（社）全国労働保険事務組合連合会会長 
全国社会保険労務士会連合会会長 
（公財）健康・体力づくり事業財団理事長 
（財）全日本交通安全協会会長 
（公財）日本消防協会会長 
（独）日本スポーツ振興センター理事長 
（公財）あしたの日本を創る協会会長 
（財）地方公務員安全衛生推進協会理事長 
（社）日本産業カウンセラー協会会長 

（公財）21 世紀職業財団会長 
（財）港湾労働安定協会会長 
（社）日本人材派遣協会会長 
（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構理事長 
中央職業能力開発協会会長 
（社）日本病院会会長 
（社）日本医療法人協会会長 
（公社）全日本病院協会会長 
（公社）日本精神科病院協会会長 
（社）日本経済団体連合会会長 
日本商工会議所会頭 
全国中小企業団体中央会会長 
（社）全国銀行協会会長 
（社）全国地方銀行協会会長 
（社）信託協会会長 
（社）生命保険協会会長 
日本証券業協会会長 
（社）日本損害保険協会会長 
（社）日本在外企業協会会長 
石油連盟会長 
石油化学工業協会会長 
日本麻紡績協会会長 
（社）日本ゴム工業会会長 
（社）日本化学工業協会会長 
日本ソーダ工業会会長 
日本化学繊維協会会長 
（社）日本ガス協会会長 
日本鉱業協会会長 
（財）石炭エネルギーセンター会長 
電気事業連合会会長 
電線工業経営者連盟理事 
（社）情報通信エンジニアリング協会会長 
（社）日本機械工業連合会会長 
（社）日本産業機械工業会会長 
（社）日本自動車工業会会長 
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（社）日本ベアリング工業会会長 
（社）日本伸銅協会会長 
日本紡績協会会長 
日本羊毛紡績会会長 
（社）ＪＡＴＩ協会会長 
せんい強化セメント板協会会長 
（社）日本船主協会会長 
（社）日本造船工業会会長 
電機・電子・情報通信産業経営者連盟理事長 
（社）日本民営鉄道協会会長 
（社）日本民間放送連盟会長 
日本肥料アンモニア協会会長 
全国農業協同組合連合会会長 
（社）大日本水産会会長 
日本醤油協会会長 
ビール酒造組合会長代表理事 
日本火薬工業会会長 
（社）日本橋梁・鋼構造物塗装技術協会会長 
（社）日本中小型造船工業会会長 
（公社）全国火薬類保安協会会長 
（公社）日本洗浄技能開発協会理事長 
（社）日本鉄道車輌工業会会長 
日本製紙連合会会長 
全国段ボール工業組合連合会理事長 
全日本紙製品工業組合理事長 
全日本紙器段ボール箱工業組合連合会会長 
（社）全国建築コンクリートブロック工業会会
長 
全国生コンクリート工業組合連合会会長 
（社）日本金属プレス工業協会会長 
（社）日本鍛造協会会長 
（社）日本鉄鋼連盟会長 
（社）セメント協会会長 
（社）日本砕石協会会長 
（社）日本砂利協会会長 
（社）日本建設業連合会会長 
（社）全国建設業協会会長 
（社）全国中小建設業協会会長 
（社）全国中小建築工事業団体連合会会長 

全国基礎工業協同組合連合会会長 
（社）日本道路建設業協会会長 
（財）建設業振興基金理事長 
（社）日本埋立浚渫協会会長 
（社）日本電設工業協会会長 
（社）日本空調衛生工事業協会会長 
全国管工事業協同組合連合会会長 
（社）日本塗装工業会会長 
（社）日本左官業組合連合会会長 
（社）日本鳶工業連合会会長 
（社）全国建設専門工事業団体連合会会長 
（社）プレハブ建築協会会長 
（社）プレストレスト・コンクリート建設業協
会会長 
全国建設業協同組合連合会会長 
（社）日本橋梁建設協会会長 
（社）全国クレーン建設業協会会長 
（社）日本造園建設業協会会長 
（社）日本型枠工事業協会 
（社）日本建設業経営協会会長 
（社）日本建設躯体工事業団体連合会会長 
（社）日本造園組合連合会会長 
（公社）全日本トラック協会会長 
（社）日本港運協会会長 
（社）全国ハイヤー・タクシー連合会会長 
全国地区通運協会会長 
全国森林組合連合会代表理事会長 
全国素材生産業協同組合連合会会長 
（社）全国木材組合連合会会長 
（社）日本新聞協会会長 
日本百貨店協会会長 
日本チェーンストア協会会長 
日本生活協同組合連合会代表理事会長 
（公社）全国ビルメンテナンス協会会長 
（公社）全国都市清掃会議会長 
（社）全国警備業協会会長 
（社）日本ゴルフ場経営者協会理事長 
（社）日本鋳造協会会長 
日本アスベスト調査診断協会会長 
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（社）日本繊維状物質研究協会理事長 
（社）日本印刷産業連合会会長 
印刷インキ工業連合会会長 
（社）日本電機工業会会長 
（社）日本自動車部品工業会会長 
（社）日本印刷産業機械工業会会長 
（社）日本自動車機械器具工業会理事長 
（社）日本電子回路工業会会長 
（社）電子情報技術産業協会会長 
（社）情報通信ネットワーク産業協会会長 
（社）ビジネス機械・情報システム産業協会会
長 
（社）日本アルミニウム協会会長 
（社）軽金属製品協会会長 
全国鍍金工業組合連合会会長 
（社）日本溶融亜鉛鍍金協会理事長 
（社）日本電線工業会会長 
（社）新金属協会会長 
（社）日本アルミニウム合金協会会長 
化成品工業協会会長 
関西化学工業協会会長 
（社）全国石油協会会長 
（公社）有機合成化学協会会長 
（公社）全国産業資源循環連合会会長 
全国クリーニング生活衛生同業組合連合会会
長 
（社）日本皮革産業連合会会長 
日本溶剤リサイクル工業会会長 
日本産業洗浄協議会会長 
（社）日本化学品輸出入協会会長 
（社）日本毛皮協会会長 
全日本爬虫類皮革産業協同組合理事長 
クロロカーボン衛生協会会長 
（社）日本染色協会会長 
日本繊維染色連合会会長 
（公社）日本看護協会会長 
（福）全国社会福祉協議会会長 
（社）日本フードサービス協会会長 
日本スーパーマーケット協会会長 

（社）新日本スーパーマーケット協会会長 
オール日本スーパーマーケット協会会長 
（社）日本ドゥ・イット・ユアセルフ協会会長 
日本小売業協会会長 
（社）日本フランチャイズチェーン協会会長 
（社）日本ショッピングセンター協会会長 
中央労働災害防止協会会長 
建設業労働災害防止協会会長 
陸上貨物運送事業労働災害防止協会会長 
林業・木材製造業労働災害防止協会会長 
港湾貨物運送事業労働災害防止協会会長 


